大学発ベンチャー企業との
教員兼業及び受託・共同研究契約に関する状況調査  
　　　
【回答期日】ご協力をお願いいたします。

	回答期日：２０２３年１月31日（火）


＜基本情報＞
ご担当者様の連絡先を記入してください。
	大 学 名
	

	住　　所
	

	部 署 名
	

	職・氏名
	

	連 絡 先
	メールアドレス:
	TEL:



1. ２０２２年１０月１日時点における貴学で雇用する研究職員の人数を記入してください。

	研究職員

	　　　　　　　　人


2. 設問1で回答した研究職員数の内訳を記入してださい。
	研究教員
	研究教員以外の研究職員
	ポスドク
	その他

	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　人
	人
	人


3. 貴学の研究職員による大学発ベンチャー設立の有無について、該当するものを選択してください。
□　ある
□　ない
□　把握していない
4. 設問3で「ある」と回答した大学は、２０２２年１０月１日時点での研究職員による大学発ベンチャー(研究成果活用企業)の設立数の累計と現存する企業数を記入してください。
	設立数の累計
	現存する企業数

	　　　　　　　　社
	　　　　　　　　社


5. ２０２２年１０月１日時点における貴学での大学発ベンチャー認定規程の有無について、該当するものを選択してください。
· ある
· ない
· 把握していない
6. 研究職員の大学発ベンチャーへの兼業について、貴学の運用に該当するものを選択してください。
· ①無条件で可能（条件を設定せず申請等の手続きのみとするもの）・・・ 設問15～へお進みください
· ②条件により可能（条件を設定し審査を行うもの）・・・・・・・・設問7～12，15～へお進みください
· ③兼業を認めていない ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・設問13～14,24へお進みください
7. 設問6で「条件により可能」と回答した大学は、その条件について該当するものを選択してください。（複数選択可能）
· ①当該研究職員が、当該ベンチャー企業と大学との間における物品購入・共同研究・受託研究
にかかる契約などに大学組織の意思決定に関与する立場にある等の特別な利害関係にある場
合は兼業を認めない
· ②当該研究職員が、一定期間（例えば過去２年以内）において、①の特別な利害関係にある場　
合は兼業を認めない

· ③当該研究職員が当該ベンチャー企業から報酬等を受ける場合は兼業を認めない（無報酬の場合は兼業可）
· ④当該研究職員が当該ベンチャー企業から受ける報酬の上限に制限を付している
· ⑤当該研究職員が当該ベンチャー企業で就任できる役職に制限を付している
· ⑥当該研究職員本人が当該ベンチャー企業の株式等を保有しないことを条件に兼業を認める
· ⑦当該研究職員本人による当該ベンチャー企業の株式等の保有に制限を付している
· ⑧当該研究職員の親族が当該ベンチャー企業の株式等を保有しないことを条件に兼業を認める
· ⑨当該研究職員の親族による当該ベンチャー企業の株式保有に制限を付している
· ⑩それ以外に条件がある場合はその内容を記入してください

　 記述例) 当該ベンチャー企業から受ける報酬額と株式保有比率双方をトータルして判断(制限額100万円以下、
制限比率10％以下のどちらかが該当すれば可)
                                                                                

　
                                                                                

8. 設問7で④を選択した大学は、年間報酬の上限額を記入してください。また、それ以外に制限がある場合はその内容を記述してください。
上限額(年額):                      円
上限額以外に制限がある場合はその内容を記述してください。　　　　                                 　　　
記述例) 年収を超えない                                                          　　               　 

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                            　　                
9. 設問7で⑤を選択した大学は、許容する役職を選択してください。（複数選択可能）
□代表取締役　　□取締役　　□監査役　　□社外取締役　　□技術顧問　　
□最高技術責任者　　□最高財務責任者　　□執行役員　 　 □技術アドバイザー
□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
10. 設問7で⑦を選択した大学は、研究職員本人による株式保有の上限割合を記入してください。割合以外を上限としている場合はその内容を記述してください。
上限割合:  当該企業の総株の                ％ 
割合以外の上限設定があればその内容を記述してください。　　　　                                 　　　

                                                            　　                


                                                            　　                

11. 設問7で⑧または⑨を選択した大学は、研究職員の親族の範囲について該当するものを選択してく
ださい。(複数選択)

· ①生計を一にする家族
· ②1親等以内の親族

· ③2親等以内の親族

· ④その他の場合は記入してください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
12. 設問7で⑨を選択した大学は、研究職員の親族による株式保有の上限割合を記入してください。
割合以外を上限としている場合はその内容を記述してください。
上限割合:  当該企業の総株の                ％ 
割合以外の上限設定がある場合はその内容を記述してください。　　　　                                 　　　

                                                            　　                

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
                                                            　　                

13. 設問6で「兼業を認めていない」と回答した大学は、その理由について該当するものを選択してください。(複数選択可能)

· ①当該ベンチャー企業との間に物品購入等の契約関係や特別な利害関係を持つ可能性があるため
· ②当該ベンチャー企業から報酬を受け取る又はその可能性があるため
· ③当該ベンチャー企業の役職に就任する又はその可能性があるため
· ④当該ベンチャー企業の株式を研究職員自身が保有する又はその可能性があるため
· ⑤当該ベンチャー企業の株式を研究職員の親族が保有する又はその可能性があるため
· ⑥当該ベンチャー企業の兼業に時間を割くことによって、本務に支障が出る可能性があるため
· ⑦上記以外に理由がある場合は記入してください
14. 設問13で③を選択した大学は、就任する又は可能性を懸念する役職を選択してください。
（複数選択可能）
□代表取締役　　□取締役　　□監査役　　□社外取締役　　□技術顧問　　
□最高技術責任者　　□最高財務責任者　　□執行役員　 　 □技術アドバイザー
□その他(　　　　　　　　　　　　　　)

15. 設問6で、研究職員が大学発ベンチャーとの兼業を「無条件で可能」または「条件により可能」を選択した大学において、当該大学発ベンチャーと大学との間での共同研究・受託研究の契約の可否について、該当するものを選択してください。
· ①契約可能（条件を設定せず契約手続きのみとするもの）・・・・設問24へお進みください
· ②条件により契約可能（条件を設定し契約手続きを行うもの）・・設問16～21，24へお進みください
· ③契約を認めていない ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・設問22～23，24へお進みください
16. 設問15で「条件により契約可能」と回答した大学は、その条件について該当するものを選択してください。（複数選択可能）
· ①当該研究職員が、当該大学発ベンチャーと大学との間での物品購入・共同研究・受託研究に
かかる契約などに大学組織としての意思決定に関与する等の特別な利害関係にない場合は
契約可能
· ②当該研究職員が当該ベンチャー企業において、過去２年以内に大学との間で①の特別な利害　
　関係にない場合は契約可能
· ③当該研究職員が当該ベンチャー企業から報酬を受けている場合は契約できない（無報酬の場合は契約可）
· ④当該研究職員が当該ベンチャー企業から受ける報酬の上限に制限を付している
· ⑤当該研究職員が当該ベンチャー企業で特定の役職に就いている場合は契約できない
· ⑥当該研究職員本人が当該ベンチャー企業の株式等を保有する場合は契約できない
· ⑦当該研究職員本人による当該ベンチャー企業の株式保有に制限を付している
· ⑧当該研究職員の親族が当該ベンチャー企業の株式等を保有する場合は契約できない
· ⑨当該研究職員の親族による当該ベンチャー企業の株式保有に制限を付している
· ⑩当該研究職員の大学発ベンチャーにおける業務が、当該共同研究契約等の業務と明確に異な
　る場合は契約可能（大学業務と当該大学発ベンチャー業務との区分が曖昧になることを避けるため）
· ⑪当該研究職員が大学または当該大学発ベンチャーのどちらかでしか当該共同研究・受託研究を目的とする研究に従事しない場合は契約可能（大学業務と当該大学発ベンチャー業務との区分が曖昧になることを避けるため）
· ⑫それ以外に条件がある場合は記入してください
記述例) 当該ベンチャー企業から受ける報酬額と株式保有比率双方をトータルして判断(制限額100万円以下、制限比率10％以下のどちらかが該当すれば可)                                                                        

17. 設問16で④を選択した大学は、報酬の上限額を記入してください。また、それ以外に制限がある場合はその内容を記述してください。
上限額(年額):                      円

上限額以外に制限がある場合はその内容を記述してください。                                 　　　

記述例) 年収を超えない
                                                            　　                

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
                                                            　　                

18. 設問16で⑤を選択した大学は、許容する役職を選択してください。（複数選択可能）
□代表取締役　　□取締役　　□監査役　　□社外取締役　　□技術顧問　　
□最高技術責任者　　□最高財務責任者　　□執行役員　    □技術アドバイザー
□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
19. 設問16で⑦を選択した大学は、研究職員本人による株式保有の上限割合を記入してください。割合以外を上限としている場合はその内容を記述してください。
上限割合:  当該企業の総株の                ％ 
割合以外の上限設定がある場合は記述してください。　　　　                                 　　　

                                                            　　                

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                            　　                
20. 設問16で⑧または⑨を選択した大学は、研究職員の親族の範囲について該当するものを選択してください。(複数回答可能)
· ①生計を一にする家族
· ②1親等以内の親族

· ③2親等以内の親族

· ④それ以外の場合は記入してください。

                                                            　　                

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
21. 設問16で⑨を選択した大学は、研究職員の親族による株式保有の上限割合を記入してください。割合以外を上限としている場合はその内容を記述してください。
上限割合:  当該企業の総株の                ％ 
割合以外の上限設定がある場合はその内容を記述してください。　　　　                                 　　　

                                                            　　                

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                            　　                

22. 設問15で「契約を認めていない」と回答した大学は、その理由について該当するものを選択してください。（複数選択可能）
· ①当該ベンチャー企業との間に物品購入等の契約関係や特別な利害関係を持つ可能性があるため
· ②当該ベンチャー企業から報酬を受け取る又はその可能性があるため
· ③当該ベンチャー企業の役職に就任する又はその可能性があるため
· ④当該ベンチャー企業の株式を研究職員自身が保有する又はその可能性があるため
· ⑤当該ベンチャー企業の株式を研究職員の親族が保有する又はその可能性があるため
· ⑥当該研究職員が行う当該ベンチャー企業の業務と、同研究職員が大学で行う研究業務との区分が曖昧になるため

· ⑦上記以外に理由がある場合は記入してください
　
                                                                                
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　
23. 設問22で③を選択した大学は、就任する又は可能性を示唆する役職を選択してください。
（複数選択可能）
□代表取締役　　□取締役　　□監査役　　□社外取締役　　□技術顧問　　
□最高技術責任者　　□最高財務責任者　　□執行役員　  　□技術アドバイザー
□その他(　　　　　　　　　　　　　　)
24. 貴学における大学発ベンチャーに関する課題、または必要だと思う制度や支援等について、ご意見をお聞かせください。
記述例) 利益相反等の産学連携マネジメント十分な体制を可能とする人員の増強・確保や職員の教育の支援                                                                                

ご協力ありがとうございました。
本調査は、日本の大学における大学発ベンチャー企業との教員兼業及び受託・共同研究契約に関する大学内の運用の状況を具体的に分析し、大学発ベンチャーの発展に資することを目的として、国内の大学を対象に実施するものです。


本調査でご回答いただいた内容につきましては、統計データとしてのみ使用させていただき、大学名並びに個々の大学に関する内容が外部にでることはありません。


主旨をご理解の上、ご協力賜りますようよろしくお願い申し上げます。





本アンケートにおいて、設問の用語を以下のとおり定義いたします。


■研究職員：


学校基本法第83条第1項※1及び第2項※1に定める「教育研究」に従事する職員のうち研究をその職務の全部又は一部とする者といたします。





■大学発ベンチャー：


大学発ベンチャー企業及びスタートアップ企業で、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体であって、大学における研究職員の研究成果を活用する事業を実施するものといたします。





以下、学校基本法第83条第1項及び2項を引用し、上記定義の補足参考といたします。


※1：学校基本法


第八十三条　大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。


②　大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。





学校基本法については、以下デジタル庁のｅ－Ｇｏｖサイトによりご参照ください。


� HYPERLINK "https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000026" �https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000026�














